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第４章 推進項目 

１ 安全・安心な県民生活の実現 

 

○ICT の利活用により災害に強い社会をつくる 

東日本大震災は、災害時の情報伝達についてインターネットや携帯電話などの ICT 基

盤の有用性や脆弱性がクローズアップされる機会となりました。具体的には、安全の確

保・危険の回避に必要な情報の取得、安否確認や被災地の正確な現状の伝達、さらには

災害時に速やかに救助・復旧などの対策の中枢となる地方自治体の ICT による業務継続

性の担保などです。 

ここ数年の「クラウド化・モバイル化・ソーシャル化」の進展は、今後の災害時の人

の動きやその対策のありようにも影響を及ぼしていきます。 

例えば、「どこでどんな被害状況にあるか」といった災害関係情報がスマートフォン

などを用いて、地図情報と併せて確認できるようになります。行政からの情報だけでな

く、一般の方から寄せられた写真や動画も取り込み、随時新しい情報に更新する、とい

ったことも可能になります。 

本計画では、そのような将来に向けての手始めとなる施策を盛り込んでいます。 

 

○生命を守り質の高い医療を実現する ICT の利活用 

医療の面では、電子カルテ情報を地域の医療機関等が共有することで、どこでも質の

高い診療が受けられるようになります。救急医療においても、患者を迅速に医療機関に

搬送し、適切な治療を行う環境が整えられ、多くの生命が守られます。 

これらの取組については、すでに他県に先駆けて ICT の導入が進められていますが、

最新の ICT によってさらに広く浸透を図ります。 

 

○ICT が障害者の社会参加の可能性を広げる 

様々な情報端末が普及し、ICT 機器やサービスによって障害のある方のコミュニケー

ションを支援できる環境が整ってきています。こうした ICT の普及により、障害が社会

参加の妨げにならない社会を目指すための施策を盛り込みました。 

 

【推進項目】 

① 災害・防災関連情報の収集・伝達体制の再構築 

② 救急現場における先進的な ICT 利活用の推進 

③ 医療 ICT の支援 

④ ICT を利活用した聴覚障害者サポートセンターの開設 

⑤ 障害者就労支援における ICT の利活用の推進
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２ 心豊かで活力ある県民生活の実現 

 

○全国最先端の ICT 利活用教育 

現代社会の人材に求められる「情報に関する能力」を学校教育の現場で身に付けるこ

と、学習効率を上げることによって理解度を向上させることを目的に、教育現場におけ

る ICT 利活用の促進を行います。タブレット型の学習者用端末や電子黒板を配備するだ

けでなく、教材管理・成績管理・校務支援などのシステムも新たに稼働します。これに

より、校務の効率化を実現し、教職員の負担軽減を進めます。 

 

○地域文化における ICT の利活用 

デジタルデータは時間の経過や媒体間での複製、通信による伝送などで劣化すること

がないため、歴史的資料や希少動植物の画像・映像による保存に適しています。また、

検索性がよく、離れた場所でも通信により表示・閲覧するができます。この特性は図書

館や美術館、博物館などにおける、資料の保存・分類や公開の仕方に大きな可能性を与

えます。 

本計画では、郷土に伝わる伝統文化・民族芸能、地域特有の郷土の宝や誇りをデジタ

ルデータとして保存した「アーカイブス」の構築を進める取組を記載しました。 

さらに、県内各地で地域の歴史的、文化的資源が活用されるよう、郷土資料のデジタ

ル化も進めていきます。 

長期的に見れば、上記のような画像・映像による資料の保存に加えて、書籍に関して

電子書籍化が進みます。ICT が普及した社会においては、公立図書館の在り方も、資料

の収集・整理・分類・閲覧だけでなく、県民の情報拠点としての位置付けも必要となり

ます。 

 

○CSO（市民社会組織）の自立につながる ICT の利活用 

CSO（市民社会組織）は、自らの理念や活動をより多くの市民に伝え、市民からの信

頼と共感を得ることで、経済的にも自立し、活動の幅を広げることができます。 

活動状況の広報やイベント告知、会計、資金調達などに ICT を活用することで、低コ

ストで大きな効果を期待できます。どんな CSO（市民社会組織）でも、ICT を有効に活

用できるよう学ぶ機会をつくっていきます。 

 

【推進項目】 

① 先進的な ICT 利活用教育の推進 

② 新しい文化の発信 

③ 伝統文化等の保存と発信 

④ CSO（市民社会組織）の ICT 利活用促進 

⑤ 図書館機能の充実 

⑥ ICT を活用した寄附文化の浸透
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３ 競争力のある地域産業の育成 

 

産業面での ICT 利活用については、本計画では特に重点的に取り組む 8項目を記載し

ましたが、それらは大きく以下の 2 つに集約されます。 

①県内事業者の ICT 利活用による経営の革新と販路の拡大 

②情報通信関連業者の地域全体での体力向上 

 

① 県内事業者の ICT 利活用による経営の革新と販路の拡大 

佐賀県の産業の特徴は、農業や漁業を中心とした第一次産業と、陶磁器や家具をはじ

めとした伝統産業です。これらの分野は、全国的に見ても ICT 化があまり進んでおらず、

佐賀県でも大きな効果を上げているとは言えない状況にあります。50 歳以下のインタ

ーネット普及率が 95%を超える（総務省：平成 23 年度通信利用動向調査）現代社会に

おいては、消費者がインターネットを通じて商品情報を入手し、複数の選択肢を比較検

討することが可能となりました。売り手側から見れば、直接的な広告費を削減できる状

況になっていますが、消費者の行動が予測しづらくなるため、同業種間の競争が激化す

ることになります。 

 顧客の満足度を高め、既存の顧客のリピートを高めることにより、自社の存在意義を

高めていく必要があります。 

 

② 情報通信関連業者の地域全体での体力向上 

①の目的を達成するには、ICT 分野のパートナーとなる情報通信関連業者の存在が欠

かせません。そのため、情報関連事業者は人材の確保・育成やノウハウの蓄積が必要と

なります。 

この 2 点を県内産業を盛り上げていくための中長期的な課題として、この 2年間で基

本的な基盤づくりに取り組みます。 

 

【推進項目】 

① 経営戦略における ICT 利活用促進 

② 消費者に支持される商業者の支援 

③ ICT を活用した国際戦略の推進 

④ ICT を活用した観光情報発信 

⑤ デジタルコンテンツ産業の育成 

⑥ ICT 活用による県産品ブランディングの推進 

⑦ 県内企業を支える産業人材の確保 

⑧ 情報発信プロジェクトの推進 
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４ 県民本位の電子自治体の推進 
 

○行政の ICT 利活用の推進 

佐賀県では、住民サービスの向上、ICT コストの削減及び業務生産性の向上、便利で

安全・安心な社会の推進を目指して、県・市町の情報システムの共同利用化・ネットワ

ーク化に取り組むための組織として、「佐賀県 ICT 推進機構」を平成 20年 8月に設立し

ています。 

行政の内部における ICT 利活用に関しては、利用者の利便性向上、行政業務の効率化

及び ICT コストの削減を図ることを目的とした「最先端電子県庁構築推進事業」を進め

てきました。さらに、自治体クラウドの実証事業などを通して研究・準備を進めてきた

県内市町の基幹系情報システムの共同利用が、実施段階に入ります。 

また、「クラウド化・モバイル化」の特性を十二分に生かした「９９さがネット」（佐

賀県医療機関情報・救急医療情報システム）が、全国に先駆けた先進的な事例として、

短期間のうちに全国の自治体への展開を見せています。従来では ICT の活用など想像で

きなかったような業務に対して、「クラウド化・モバイル化」の特性を生かした新たな

業務の在り方を検討していきます。 

 

○番号制度実施後の行政と社会の検討 

この 2 年間においては、行政事務の効率化や的確な行政サービスの提供、医療・介護

サービスの充実、さまざまな困難を抱える家庭の支援等についての制度実施後のありよ

うを佐賀県 ICT 推進機構が先導して、県及び市町とともに検討する必要があります。 

 

【推進項目】 

① 最先端電子県庁の構築 

② ICT 活用によるワークスタイル変革の推進 

③ 情報システムの共同利用化・ネットワーク化の推進 

④ 公衆無線 LAN サービスの拠点拡大 

⑤ ICT 部門の BCP 策定 

⑥ 番号制度の活用 
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５ 県民の ICT 活用力の向上 
 

○誰でも ICT の恩恵に浴せる社会づくりのための仕組みづくり 

ICT が社会の仕組みの隅々まで浸透し、50歳以下のインターネット普及率が 95%を超

える現代社会では、情報通信のインフラは、電気・水道・ガスに続く「第 4のライフラ

イン」と呼ばれています。そのため、行政と ICT 関連業者は一体となって、誰もが ICT

インフラを活用できる社会の実現に向けて取り組まなければなりません。 

10 年後を見やると、95%以上インターネットが普及している層が 60 歳までシフトし

ます。かたや、人口に占める高齢者の比率は年々高まっていくことが予想されています。

そのため、移動手段や買い物など、従来の社会インフラでは生活に困難をきたす人々、

在宅介護や見守りを必要とする人々の増加が見込まれます。しかしながら、それらの

人々をサポートする世代の人口は減少することが予想されます。高齢者への直接的なメ

リットの提供だけでなく、サポートする人々の利便性と生産性の向上が、ICT の利活用

で可能となります。 

ICT に関する技術の進歩やコストの低減により、専門的な知識や技術を要さず気軽に

利用できる端末が普及すると予想されますが、ICT の浸透に取り残される層を最小限に

とどめていく努力は今まで以上に求められます。 

 

○安心・安全な ICT 利用を進めるための仕組みづくり 

ICTが普及することで、誰でも簡単にインターネットに接続できるようになりました。

その反面、コンピュータウィルスやネット攻撃の脅威にさらされたり、子どもや高齢者

などが犯罪に巻き込まれる危険も高まっています。 

自動車によるモータリゼーションが社会や経済に大きな恩恵を与えた反面、交通事故

など新たな不利益も生み出しました。交通事故死者は高度経済成長に伴って毎年上昇し

ましたが、1970 年(昭和 45 年)のピーク時に比べ、現在では 1/4 に減少しています。こ

れは、車や道路を取り巻く技術開発、法令の整備、意識の啓発など、社会を上げて取り

組んだ成果です。 

ネットのトラブルを交通事故になぞらえれば、まだまだ高度経済成長期の初期の件数

増加を続けている時期といえます。交通事故対策にならい、社会を上げて子どもや高齢

者のネットトラブルを防ぐ仕組みづくりにも取り組んでいきます。 

 

 

【推進項目】 

① 障害者の情報リテラシー向上の推進 

② 情報化推進団体の育成・支援 

③ 情報セキュリティ・モラルの普及啓発 
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本編では ICT の動向やその社会への波及等のうち、代表的なものを取り上げましたが、そ

の他にも現状や今後の動向等を顕す様々なものがあります。その中から参考となるものにつ

いて取り上げます。 

 

１ ICT の利用環境と普及の動向 

 

○ ブロードバンド利用環境の動向 

 全国的に光ファイバー等の整備が進み、平成 23 年３月末にはブロードバンドが全国をカ

バーし、超高速ブロードバンド(下り概ね 30Mbps 以上のサービス)についても、平成 24 年

３月末には約 97％の世帯において利用可能な状態となっています。近年は光ファイバーや

ケーブルテレビといった固定系通信に加えて、無線技術の発達などにより無線系通信の利

用環境の整備も進んでいます。 

 

 

 
 

 

○ インターネットの利用端末 

 インターネットを利用する端末の種類では「自宅のパソコン」が最も多く、次いで「携

帯電話（スマートフォン除く）」「自宅以外のパソコン」となっています。 

現状ではパソコンや携帯電話の利用が高いものの、スマートフォンやタブレットなどの

モバイル端末の利用が急速に増加しています。また、モバイル端末は、感覚的な操作性を

持つことから、高齢者の ICT 利用を増加させる潜在的な可能性が期待されています。こう

したスマートフォン・タブレット端末の普及は、データ通信の利用増にとどまらず、イン

ターネットを通じた商品の購入や、音楽配信・映像配信の利用、電子書籍・電子新聞の購

読、さらには健康や教養に関連するサービスなど、幅広い分野でインターネットを通じた

消費を刺激すると考えられています。 

 利用頻度については、約６割が「毎日少なくとも１回」利用しているとされており、国

民の生活に身近な存在として利用されているといえます。 

 

 

出典：総務省資料（平成 24 年） 

図１．全国のブロードバンド世帯カバー率の推移 
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○ ワイヤレスブロードバンドの普及 

 スマートフォンや、ゲーム機器・カメラ等の無線 LAN(含む Wi-Fi。以下同じ)を搭載した

モバイル端末の普及、モバイル Wi-Fi ルータの登場等を背景として、無線 LAN の利用が大

幅に増加しています。公衆無線 LAN は、多くの事業者等がサービスを提供しており、公衆

無線 LAN を主たる事業とする事業者のほか、自治体や商店街が主体となって無線 LAN を提

供し、観光客の誘致や集客力の向上に活用している事例もあります。 

  

出典：総務省「平成 23 年通信利用動向調査」（平成 24 年） 

図２．インターネット利用端末 

図３．情報通信端末の世帯保有率の推移 

出典：総務省「平成 23年通信利用動向調査」（平成 24 年） 
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○ クラウド化 

 クラウドコンピューティング技術の進展やコスト削減を図る必要性等からクラウドサー

ビスの利用が民間を中心に拡がっていましたが、平成 23 年３月に発生した東日本大震災を

契機に業務継続の観点からも、官民問わずクラウドサービスの導入・検討が進んでいます。 

 総務省の調査によると、地方公共団体においては、全体の約８割の団体でクラウドサー

ビスの導入検討が進められており、都道府県に限ると全ての団体で導入検討が進められて

います。 

 地方公共団体がクラウドサービスを導入する利点としては、「資産、保守体制を自前で持

つ必要がない」「バックアップとしてデータが保管される」等が挙げられる一方、「ニーズ

に応じたカスタマイズができない」「情報漏洩などセキュリティが不安」といった課題も挙

げられています。 

 

 

 出典：総務省「ICT が成長に与える効果に関する調査」(平成 24年) 

図４．公衆無線 LAN サービス契約者数需要予測(Wi-Fi サービス) 

出典：（株）ICT 総研「公衆無線 LAN サービス市場に関する需要予測」(平成 23 年) 

図５．クラウドサービスの利用状況(企業) 
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○ ソーシャル化 

 Facebook や Twitter といったソーシャルメディアの利用者は、身近にいつでもアクセス

できるスマートフォン等の急激な普及とともに、急速に増加しつつあります。世界的に展

開する最大の SNS サービスを提供している Facebook の利用者は、既に９億人に達している

と言われています。 

 このようなソーシャルメディアの普及を背景に、ソーシャルコマースなど、ソーシャル

メディアをビジネスに活用する動きが加速しています。商品の PRイベントをソーシャルメ

ディア上で情報発信しながら進めた事例や、製品開発においてソーシャルメディアを通じ

て消費者の意見を収集・分析する事例など、ソーシャルメディアの企業利用は大きく広が

りつつあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「平成 24年情報通信白書」(平成 24 年) 

 

出典：総務省「地域における ICT 利活用の現状及び経済効果に関する調査」(平成 24 年) 

図６．クラウドサービスの利用状況(地方自治体) 

図７．世界におけるソーシャルメディア利用者数の推移(Facebook, Twitter) 
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○ 東日本大震災におけるメディアの評価 

総務省では、東日本大震災の発生時から平成 23年４月末頃までにおける被災者の方々の

情報行動や ICT の活用状況について調査されています。 

調査の結果、震災発生時は即時性の高いラジオが評価され、震災直後には安否確認等を

行うため双方向性を有する携帯電話・メールと、映像を伴う地上テレビが評価されていま

す。その後は、地域性の高い情報の収集が可能なインターネットの評価が高くなっていま

す。一方、地震や津波によって携帯電話基地局の電源喪失やケーブルテレビの流失等メデ

ィア自体が被災するなどして、利用できなくなる事態も生じています。 

こうしたことが物語っていることは、情報収集メディアとして、新しいメディアがより

重要になっているものの、依然としてテレビ、ラジオといった放送系メディアが重要な役

割を果たしていること、多様なメディアが望ましいこと、震災発生の時間経過とともに利

用されるメディアが異なってくることなどが言えます。 

 

 

 

出典：総務省「平成 24年情報通信白書」(平成 24 年) 

出典：総務省「災害時における情報通信の在り方に関する調査」（平成 24年） 

図９．震災時に利用したメディアの評価 

 

図８．日本におけるソーシャルメディア利用者数の推移(Facebook, Twitter) 
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○ 近年の情報セキュリティに関する脅威 

  インターネットが国民生活や社会経済活動に不可欠な基盤となっていく中で、コンピュ

ータウイルスのまん延やサイバー犯罪の増加、社会経済活動の基盤となっているシステム

の障害など、情報セキュリティに対する脅威が世界的に拡大しています。日本でも、平成

23 年の三菱重工業等に対するサイバー攻撃事案をはじめ、衆議院・参議院両院が攻撃を受

けるなど、重要な情報の窃取を意図したものと想定される標的型攻撃の脅威が顕在化して

います。また、クラウド利用の進展、ソーシャル化、スマートフォンの普及等のユビキタ

スネットワーク化の進展や、ICT への依存度の更なる高まりに従い、スマートフォン等を

狙ったマルウェア1の増加など、新たなリスクも表面化しつつあります。 

 

 

 
 

 

  

                                                
1 Malicious software の短縮された語。コンピュータウイルスのような有害なソフトウェア

の総称（出典：「平成 24 年情報通信白書」総務省） 
 

図 10．国の「国民を守る情報セキュリティ戦略」 

出典：内閣官房資料（平成 22 年） 
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２ 国際比較 

 

○ インターネット人口普及率の国際比較 

  我が国のインターネットの人口普及率は平成 23 年末で 79.1％となっていますが、平成

18 年末の 72.6％から５年間で 6.5％の伸長に留まっており、近年伸び悩みの傾向が見られ

ます。また、主要先進国と比較しても普及率が高いとは言えません。年齢層別では、普及

率の高い国と比較すると各階層とも低く、55-64 歳の階層がより低くなっています。また、

所得層別に見ると、高所得者層と低所得者層の普及率の差が大きくなっています。 

 

 

 

 

 
出典：総務省「情報通信産業・サービスの動向・国際比較に関する調査研究」（平成 24 年） 

出典：総務省「情報通信産業・サービスの動向・国際比較に関する調査研究」（平成 24 年） 

図 11．インターネット人口普及率の国際比較 

図 12．諸外国の年代別インターネット普及率 
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○ 日本と韓国の行政サービスレベルの比較 

  日本と国連の電子政府ランキング１位となっている韓国の行政サービスレベルを比較す

ると、日本では各種申請手続、住民票や戸籍謄本等の公的証明書の発行は市町村役場の窓

口に出向いて手続きを行う必要がありますが、韓国では窓口に出向く必要が無く、世界中

どこにいても、インターネットを利用して行うことができるようになっています。また、

各種申請手続の際に添付が求められる住民票や所得証明等の公的証明書については、日本

では、通常、別の窓口で交付してもらい、添付する必要がありますが、韓国では個人情報

を行政機関間で共同利用されており、添付自体が不要となっています。 

 

 

出典：総務省「情報通信産業・サービスの動向・国際比較に関する調査研究」（平成 24年）

図 14．日本と韓国の電子行政サービスレベル(公的証明書発行等の例) 

図 13．諸外国の所得階層別インターネット普及率 
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韓国の行政機関が日本より、効率的で、便利な行政サービスが実現できている背景には、

各行政機関・部署が保有する個人情報を紐付けし、共同利用できるよう国民共通番号制度が

導入されている他、電子政府法(電子政府具現のための行政業務等の電子化促進に関する法律

（平成 13年７月１日施行）)によって規定された原則があると思われます。 

「国民便益中心の原則」 

行政機関の業務処理過程は、申請等を行う国民が負担しなければならない時間及び努

力を最小化するように設計しなければならない。 

「業務革新先行の原則」 

行政機関は、業務を電子化する場合は、関連する業務の処理過程全般を電子的処理に

適合するよう革新しなければならない。 

 「電子的処理の原則」 

   行政機関の主要業務は電子化されなければならず、電子的処理が可能な業務は特別な

事由がある場合を除き電子的に処理されなければならない。 

 「行政情報公開の原則」 

   行政機関が保有・管理する行政情報であって国民生活に利益になる行政情報は、法令

の規定により公開が制限される場合を除き、インターネットを通じて積極的に公開され

なければならない。 

 「行政機関確認の原則」 

行政機関は、特別な事由がある場合を除き、行政機関間で電子的に確認することがで

きる事項を申請等を行う国民に確認して提出するよう要求してはならない。 

「行政情報共同利用の原則」 

行政機関は、収集・保有している行政情報を必要とする他の行政機関と共同利用しな

ければならず、その情報が信頼でき、情報の提供を受けることができる場合は別に収集

してはならない。 

 「個人情報保護の原則」 

   行政機関が保有・管理する個人情報は、法令が定める場合を除いては、当事者の意思

に反して使用してはならない。 
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３ 今後の動向 

 

○ 地上デジタル放送移行後の空き周波数の有効利用 

  地上テレビ放送がデジタル放送へ移行したことに伴い、従来 370MHz 幅の周波数帯域を使

用していた地上テレビ放送の周波数は、240MHz 帯域と３分の２以下に縮小しました。これ

により、スマートフォン等の急速な普及により逼迫の度を強めていた携帯電話用周波数や、

より安全な道路交通社会の実現、防災など安全・安心の確保といった新たな公共業務用周

波数帯域を確保できることになりました。加えて、空き周波数帯域は、新たに、ユビキタ

スネットワーク環境下での通信と放送の融合・連携を指向する携帯端末向けマルチメディ

ア放送サービスの実施に使用される予定で、平成 24 年４月には、空き周波数帯域における

初の商用サービスとしてマルチメディア放送が開始されています。また、地上デジタル放

送用に使用されている帯域においても、地理的条件や技術的条件によって他の目的に利用

可能な周波数であるホワイトスペースの活用について制度整備が進められています。 

 

 

 

 

 

 

○ 放送と通信の融合・連携 

 ユビキタスネットワーク環境の完成、特に有線・無線双方を通じたインターネット利用

の拡大は、地上デジタル放送への完全移行及び空き周波数帯域等での新放送サービスの開

始とあいまって、いわゆる「通信・放送の融合・連携」の本格始動に向けて、放送を中心

とするメディア環境を大きく変革しつつあります。 

そうした動きの中でも、インターネットとテレビ放送が融合したスマートテレビが活発

化しています。ある通信事業者が平成 20年３月から展開している光ファイバー回線

（FTTH：Fiber To The Home）を利用して「VOD（ビデオオンデマンド）サービス」と「多

チャンネルデジタル放送（IPTV）サービス」の映像配信サービスを行っており、平成 24年

図 15．地上デジタル放送完全移行による空き周波数帯域の利用用途 

出典：総務省「平成 24年情報通信白書」（平成 24 年） 
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３月末に会員が 200 万人を突破したことが発表されています。また、「Twitter 連動機能」

や、テレビだけではなくスマートフォンやタブレット端末でも視聴可能となる「マルチス

クリーンサービス」が提供され、今後ますます機能の充実が予定されています。 

 総務省では、スマートテレビの普及・開発等に向けて本格的に取り組む観点から、①ス

マートテレビの国際標準化に向けた基本機能の提案、②スマートテレビの様々なアプリケ

ーションの開発に資する実証実験の実施、③様々な国際イベントの機会を活用したデモン

ストレーションの実施、普及啓発、国際展開の促進などを含めた包括的な基本戦略を平成

24 年６月に策定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：NHK 放送技術研究所資料（平成 23年） 

図 16．放送コンテンツを中心とした新しい放送・通信連携サービス 
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○ ネットワークの充実とビッグデータの活用から「スマート革命」へ 

  インターネットの社会基盤化は、ネットワーク上に流通・蓄積されるデジタル情報の爆

発的な増大をもたらしつつあります。また、ユビキタスネットワーク環境の完成、とりわ

けクラウド環境への移行、ソーシャル利用の拡大、高機能化した端末（スマートフォン・

タブレット端末）の急速な普及により、ネットワークを構成する各レイヤーが情報の分析・

活用能力を備え、それを拡大しつつあります。 

その結果、ネットワーク・サービスの運用主体を含めた利用企業等は、多種多量のデー

タ（ビッグデータ）の生成・収集・蓄積が可能・容易になり、その分析・活用による異変

の察知や近未来の予測等を通じ、利用者個々のニーズに即したサービスの提供、業務運営

の効率化等が可能になるとともに、ビッグデータの活用による新産業の創出も期待されて

います。既に各種オンラインショッピングサイトにおける利用者の購買履歴に応じたレコ

メンド表示など具体化しつつあります。 

このような、ユビキタスネットワーク環境において、多種多量の情報の流通・蓄積とそ

の分析・活用が進展することにより、ICT ネットワーク・サービスは新たな付加価値が創

造される知識創造基盤となり、企業・家計・政府が生産性向上その他様々な課題解決の原

動力としての役割と、アプリケーションサービス、通信サービス、機器製造など ICT 産業

の裾野の広い生産・雇用創造の役割双方が飛躍的に強化されることが見込まれます。 

いわば、ユビキタスネットワーク環境と「スマート化」の融合が、「スマート革命」とも

言える ICT の新たな革新をもたらし、成長エンジンとしての ICT、万能ツールとしての ICT

の機能を強化しつつ、我が国の社会経済活動全体の風景を変える可能性を秘めていると言

われています。 

 

 

 

 

 

  

図 17．「スマート革命のイメージ」 

(注)「M2M」は Machine-to-Machine の略語。ネットワークにつながれた機器同士が、互いに

情報を交換し、様々な制御を自動的に行う仕組みやコンセプトを指しています 

出典：総務省「平成 24年情報通信白書」（平成 24 年） 
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○ ＩＣＴ成長戦略会議 

ICT は、新たな富の創出や生産活動の効率化に大きく貢献し、国民生活を便利にするも

のであり、ICT の活用が経済成長のための重要な鍵となっています。 

  このような観点から、グローバル展開を視野に入れつつ、ICT を日本経済の成長と国際

社会への貢献の切り札として活用する方策等を様々な角度から検討するために、総務大臣

が主宰する「ICT 成長戦略会議」が平成 25 年２月 22 日から開始され、社会実装、新産業

創出、研究開発の３つの戦略について検討が進められています。 

 

 

 

出典：総務省資料（平成 25 年） 

図 18．ICT 成長戦略会議の構成 



 

 

 

 

 

用語解説 



索引 用語 用語解説

Ｂ

BCP（業務継続計画）

Business Continuity Planの略。何らかの障害が発生した場合に重
要な業務が中断しないこと又は業務が中断した場合でも目標とし
た復旧時間内に事業が再開できるようにするための対応策などを
定めた包括的な行動計画。

BtoC、B2C

Business to Consumerの略。一般にインターネット等を活用した企
業-消費者間商取引のこと。インターネット上に商店を構えて消費
者に商品を販売するオンラインショップ(電子商店)が最も一般的な
形態。企業間の電子商取引はBtoB(B2B)と呼ばれる。

Ｃ

CRM

Customer Relationship Managementの略。顧客管理。企業と顧客
の関係を長期的に維持するための考え方やシステム。
企業が顧客情報を蓄積・分析することで、顧客の利便性と満足度
を高め、収益を上げるための戦略。

CSO（市民社会組織）

Civil Society Organization　の略。佐賀県では、NPO法人（特定非
営利活動法人）、市民活動・ボランティア団体（以上志縁組織）に
限らず、自治会、町内会、婦人会、老人会、PTAといった組織・団
体（以上地縁組織）も含めて市民社会組織（CSO）と呼称している。

CSO支援自販機
飲料水等購入による売り上げの一部を自動販売機の設置事業者
がCSOに寄付する自販機のこと。佐賀県で平成23年4月1日から開
始した取組み。

Ｆ

Facebook

フェイスブック株式会社が提供するソーシャル・ネットワーキング・
サービス（SNS）。世界10億人以上が参加しているとされる世界最
大のSNS。実名参加が必須のため、友人・知人が見つけやすい等
の特徴を持つ。

Ｇ

GIS

Geographic Information Systemsの略。地理情報システム。文字や
数字、画像などを地図と結びつけて、コンピュータ上に再現し、位
置や場所から様々な情報を統合したり、分析したり、分かりやすく
地図表現したりすることができる仕組み。

GPS

Global Positioning Systemの略。衛星測位システム。人工衛星を利
用して自分が地球上のどこにいるのかを正確に割り出すシステム。
航空機・船舶などの航行や、カーナビゲーション・携帯電話に広く
組み込まれ、位置情報を利用した様々なサービスが提供されてい
る。

Ｉ

ICT

Information & Communications Technology　の略。情報通信技
術。コンピューターや通信に関する「情報技術」を意味し、パソコン
やインターネットの操作方法、それらを構成するハードウエア、ソフ
トウエアの応用技術までの幅広い範囲の総称。通常は、
IT(Information Technology)とほぼ同義の意味で用いられている。

ID
Identificationの略。複数のユーザーが利用するシステムやネット
ワークの利用者を識別するために用いられる符号のこと。一般的に
は、英数字の組み合わせからなる番号を与えられることが多い。

iPad  2010年にApple社が発売したタブレット型端末の名称。

IT Information Technology　の略。ICTの項を参照。

1



索引 用語 用語解説

Ｍ

Mbps
Mega bit per second　の略。通信速度の単位の一つ。1秒間に何
百万ビットのデータを送れるかを表す値。ビットとは、コンピュータ
が処理する最小の単位のこと。

O

OECD

Organisation for Economic Co-operation and Developmentの略。
経済協力開発機構。34ヶ国の先進国が加盟する国際機関で、持
続可能な経済成長の支持、雇用の増大、生活水準の向上、金融
安定化の維持、途上国の経済発展の支援、世界貿易の成長への
貢献を 目的に活動を行っている。

Ｓ

SNS

Social Networking Service(Site)の略。インターネット上で個人間の
交流を支援するサービス（サイト）。誰でも参加できるものと、友人
からの紹介がないと参加できないものがある。会員は自身のプロ
フィール、日記、知人・友人関係等を、ネット全体、会員全体、特定
のグループ、コミュニティ等を選択して公開できるほか、知人・友人
等の日記、投稿等を閲覧したり、コメントしたり、メッセージを送った
りすることができる。

Ｔ

Twitter
個々の利用者が「ツイート」（tweet）と呼ばれる140文字以内の「つ
ぶやき」を投稿し、別の利用者（フォロワー）が閲覧できるサービ
ス。情報発信や情報収集に利用される。

Ｗ

Wi-Fi

無線でインターネットに接続する技術やサービスを行う無線LAN(ラ
ン)の一種。最近は、公衆無線LANやWi-Fiスポットなど、安価、又
は無料で利用できる公共施設やコーヒーショップなどが急速に増
えている。

あ
アーカイブス

記録や資料などをひとまとめにして保存することや、そのようにまと
められた資料群のこと。

アプリケーション
ワープロソフト、表計算ソフト、画像編集ソフトなど、作業の目的に
応じて使うソフトウェア。

か

霞が関WAN

「WAN」はWide Area Networkの略。各省庁間を結ぶ総合的な専
用のネットワーク。電子メール・電子文書交換システムなどによるコ
ミュニケーションの迅速化・高度化や、法令、白書等のデーター
ベースによる情報共有の推進を図るために構築された。全国の地
方自治体間を結ぶ総合行政ネットワーク( LGWAN)とも接続されて
いる。

く

クラウド・コンピューティング

データサービスやインターネット技術等が、ネットワーク上にある
サーバー群に置かれ、利用者は今までのように自分のコンピュー
タでデータを加工・保存することなく、「どこからでも、必要な時に、
必要な機能だけ」利用することができる新しいコンピュータ・ネット
ワークの利用形態。「ネットワーク上にあるサーバー群」を「クラウド
（雲）」と表現している。
「サーバー」とは、インターネットやLANなどのネットワーク上で、ほ
かのパソコンにさまざまな機能やサービスを提供するコンピュー
ターのこと。

クラウドサービス

クラウド・コンピューティングで提供されるサービスのこと。メールや
写真等の情報をネットワーク上に保管することができ、ネットワーク
を利用してどこのパソコンからでも閲覧や編集作業を可能とする
サービス等がある。
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索引 用語 用語解説

け

ケーブルテレビ

テレビ放送や自主制作番組を光ファイバーなどの有線で提供する
放送サービスのこと。CATV(シー・エー・ティブイ)とも言う。もともと
は山間部や離島等のテレビ放送難視聴対策として開発されたもの
だが、現在では大都市の普及率が高く、数十チャンネルの多チャ
ンネルテレビ放送やインターネット接続サービス、電話サービスを
行っているところも見られる。

こ

コンテンツ
文字・画像・動画・音声・ゲーム等の情報全般又はその情報内容
のこと。電子媒体やネットワークを通じてやり取りされる情報を指し
て使われる場合が多い。

さ

在宅ワーク
テレワーク (Telework) と呼ばれる情報通信機器等を活用した、時
間や場所の制約を受けずに柔軟に働くことができる勤労形態の一
種で、自宅を拠点としたものを指す。

サイバー攻撃（犯罪）

コンピュータシステムやインターネットなどを利用して、国家や企業
等のコンピュータやネットワークに不正に侵入してデータの詐取や
破壊、改ざんなどを行なったり、標的のシステムを機能不全に陥ら
せること。

し

自治体クラウド

地方公共団体が行う、業務関連システムのクラウド・コンピューティ
ング運用のこと。近年様々な分野で活用が進んでいるクラウド・コン
ピューティング技術を電子自治体の基盤構築にも活用して、地方
公共団体の情報システムの集約と共同利用を進めることにより、情
報システムに係る経費の削減や住民サービスの向上等を図るも
の。

住民基本台帳ネットワーク

全国の市町村、都道府県、国の関係機関等を結ぶ住民基本台帳
情報のコンピュータネットワークシステム。住民の利便性向上と国
及び地方公共団体の行政事務の合理化のために構築され、各種
行政の基礎となっている。このネットワークでは住民基本台帳の4
情報（氏名、住所、性別、生年月日）、住民票コード及びこれらの
変更情報が提供され、年金支給事務、税務事務、パスポートの発
給、住民票の事務等に利用されている。

す

スマートフォン

多機能な携帯電話端末。携帯電話とパソコンの機能を持ち、一般
の携帯電話と比べ画面が広く、画面に触って操作する。パソコンに
比べて操作やインターネットの接続が容易にできること、各種のア
プリケーションを取り込んで自分に合った使い方ができることなどか
ら、普及が進んでいる。

せ

世界経済フォーラム

スイスのジュネーブに本部を置く国際的非営利組織。世界の現状
改善に向け各界のリーダー達が連携して取組むことを目的に設
立。各国首脳や経営者、研究者、NPO関係者など多様な知識人
が集まり、課題解決のため様々な議論が繰り広げられる「ダボス会
議」を主催する他、世界規模の課題に関する調査や、医療・エネ
ルギー・教育などについての活動など、年間を通して世界各地で
様々な活動を行っている。

センサーネットワーク

様々な場所に設置された複数のセンサー(検知器)をネットワークに
接続して協調させることにより、温度や位置、速度などの物理的状
況を的確に把握できる無線ネットワークのこと。防災や防犯・セキュ
リティ、農業、医療・福祉、物流など、広範な分野での利用が期待
されている。
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そ

総合行政ネットワーク
（LGWAN）

Local Government Wide Area Networkの略。地方公共団体間を相
互に接続する行政専用ネットワーク。地方公共団体間のコミュニ
ケーションの円滑化や、行政事務の効率化、アプリケーションの共
同利用などによる重複投資抑制などを目指して構築された。国の
機関間のネットワークである霞が関WANとも接続されている。

ソーシャルキャピタル
直訳は社会関係資本。人々の「信頼」「規範」「ネットワーク」といっ
た協調行動を活発にすることによって、社会の効率性を高めること
ができるという社会組織の重要性を説く概念。

ソーシャルネットワーク SNSの項を参照。

ソーシャルファンディング

「クラウドファンディング」とも呼ばれ、インターネットを通じて、個人
や団体が企画するプロジェクトに対し、賛同者が資金や労力を提
供する新たな資金調達の仕組み。ここでいう「クラウド」は「群衆」の
意味。

た

タブレット端末

手軽に持ち運ぶことが可能な薄い板状のパソコン。操作性が容易
なタッチパネル(画面を触って操作)、無線LANで場所を選ばずどこ
ででもインターネットにアクセスできるなど、従来のパソコンよりも手
軽に利用できる便利さなどから、急速に普及している。

て

デバイス

比較的単純な特定機能を持った機器、装置、という意味の英単
語。コンピューターの世界では、CPU(Central Processing Unit、中
央処理装置)やメモリ、ハードディスクなどコンピュータを構成する
各装置や、キーボードやマウス、プリンタ、ディスプレイなどの周辺
機器を指す。

電子カルテ
診療情報（診療の過程で得られた患者の病状や医療経過等の情
報）を電子的に保存した診療録若しくはそれを実現するための医
療情報システム。

電子黒板

ホワイトボードや薄型ディスプレイなどに記した文字や図、イラスト
などを電子データに変換することで、プリンタ出力やデータ保存、
スキャン送信が可能となったボード(板)。最近では、大画面薄型テ
レビ形式のディスプレイを使用して、パソコンやDVDなどの映像を
表示するだけでなく、タッチパネルとして子どもたちが画面上に書
き込みを行ったり、既存の画像と書き込みを同時に映し出すなど、
従来の黒板とパソコン、映像機器などを一体化した機能を有するも
のが、教育関係者の注目を集めている。

電子商取引 インターネット上で、商品やサービスの販売等を行う商取引のこと。

に

認定ＮＰＯ
国税庁長官（平成24年度以降は都道府県知事・政令市の長）の認
定に基づき寄付者とＮＰＯ法人双方に税制優遇措置が可能となる
ＮＰＯ法人のこと。

ひ

光ファイバー
ガラスやプラスチックの細い繊維でできている、光を通す通信ケー
ブル。電気信号を光信号に変換して送信することで、大容量の
データを長距離伝送できる。

ビッグデータ

インターネットの発達等に伴い爆発的に増大している、構造化され
ていない莫大な量のデータのこと。ビッグデータを活用することに
より、異変の察知や近未来の予測、個々の利用者ニーズに即した
サービスの提供、業務運営の効率化、新産業の創出等が期待され
ている。
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ふ

ブランディング
顧客や消費者にとって価値のあるブランドを構築するための活動。
会社・商品・サービスなどについて、他と明確に差別化できる個性
（イメージ・信頼感・高級感など）をつくりあげること。

ブロードバンド

インターネットを利用する際に接続する光ファイバーやケーブルテ
レビ、無線通信等の通信回線の中で、高速・大容量の通信を可能
とするものを指す。高速・大容量について、明確な線引きはない
が、おおよそ下りの通信速度が1Mbps以上のときに呼ばれることが
多い。なお、下りの通信速度が30Mbps以上のものは超高速ブロー
ドバンドと呼ばれている。

プロボノ
社会人が自らの専門知識や技能を生かして参加する社会貢献活
動。その活動を行う人を「プロボノワーカー」と呼ぶ。ラテン語の
「Pro bono publico(公益のために)」が語源。

へ
ベンダー

もともとは「売り手」を意味する英語であるが、ICTの分野ではコン
ピュータメーカーやソフトウエア会社を指す。

ほ

ポータル（サイト）
インターネットの利用者が最初にアクセスする入り口（玄関＝ポー
タル）となるページのこと。そこから様々な情報やサービスにアクセ
スすることができる。

も

モバイル端末
持ち運ぶことができる情報端末装置のこと。小型ノートパソコン、携
帯電話、スマートフォン、携帯ゲーム機などの持ち運びができる情
報端末装置のこと。

ゆ

ユビキタスネットワーク
いつでも、どこでも、何でも、誰でもアクセスが可能なネットワーク環
境。なお、ユビキタスとは「いたるところに遍在する」という意味のラ
テン語に由来した言葉。

り
リテラシー

正しく読んだり書いたりできる能力や、何らかの表現されたものを
適切に理解し、分析し、また記述・表現する能力を指す。

わ

ワイヤレスネットワーク

通信ネットワークにおいて、データの送受信にケーブルではなく、
赤外線や電波などの無線を用いるネットワークの総称。インター
ネット接続に利用する無線LANのことを指して使われている場合も
ある。

ワンストップ型
一箇所で様々なサービスが受けられる環境や、一度の手続きで関
連作業を完結できるように設計されたサービス。

参考文献）総務省「平成24年情報通信に関する現状報告」　等
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